
事 務 連 絡 

令和２年４月６日 

 

 各 都 道 府 県 税 務 担 当 課 

各都道府県市区町村担当課 

 

                         総務省自治税務局企画課 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大等による申告期限の取扱いについて 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、申告所得税（及び復興特別所得

税）、贈与税及び個人事業者の消費税（及び地方消費税）の申告期限・納付期限につい

て、令和２年４月 16 日（木）まで延長する旨の国税庁の告示があったところですが、

本日、別紙のとおり国税庁より、新型コロナウイルス感染症の拡大等により、期限内に

申告することが困難な場合には、期限を区切らずに、４月 17 日（金）以降であっても

柔軟に確定申告書を受け付ける旨の発表がありましたのでお知らせします。 

 地方税における申告期限等の延長については、地方団体の長が判断して行うもので

ありますが、国税における取扱いを踏まえ、地方税においても納税者等からの申請に

より、申告期限等の延長について柔軟に対応するなど、引き続き適切に運営されるよ

うご配慮願います。 

貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨をご連絡願います。 

（連絡先） 

総務省自治税務局企画課 

担当：金谷係長、沼田事務官 

電 話：03－5253－5658 

ＦＡＸ：03－5253－5659 

御中 



○地方税法（昭和二十五年七月三十一日法律第二百二十六号）

（災害等による期限の延長) 
第二十条の五の二 地方団体の長は、災害その他やむを得ない理由により、この法律又はこ
れに基づく条例に定める申告、申請、請求その他書類の提出（審査請求に関するものを除
く。）又は納付若しくは納入に関する期限までに、これらの行為をすることができないと
認めるときは、次項の規定の適用がある場合を除き、当該地方団体の条例の定めるところ
により、当該期限を延長することができる。 

２・３ （略） 

○市（町・村）税条例（例）（昭和二十九年五月十四日自乙市発第二十号）

（災害等による期限の延長)
第十八条の二 （略） 
２ （略） 
３ 市（町・村）長は、災害その他やむを得ない理由により、申告等に関する期限までにこ
れらの行為をすることができないと認める場合には、第一項の規定の適用がある場合を
除き、当該行為をすべき者の申請により、その理由のやんだ日から納税者については二月
以内、特別徴収義務者については三十日以内において、当該期限を延長するものとする。 

４ 前項の申請は、同項に規定する理由がやんだ後すみやかに、その理由を記載した書面で
しなければならない。 

５ 市（町・村）長は、第三項に規定する期限を延長したときは、期日その他必要な事項を
納税者又は特別徴収義務者に通知しなければならない。当該期限の延長を認めないとき
も、また同様とする。 

（参考）



確定申告期限の柔軟な取扱いについて
ー 4 月 17 日（金）以降も申告が可能です一

令和 2 年 4月6 日
国 税 庁

令和元年分の申告所得税、贈与税及び個人事業者の消費税の申告・納付期限につきまし

ては、先般、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和 2 年 4月16 日（木）ま

で延長いたしました。

期限を延長した結果、確定申告会場の混雑は例年に比べかなり緩和されています。

各確定申告会場においては、感染防止に万全の措置を講じております。 また、ご来場い

ただいた納税者の皆さまには、マスクの着用やアルコ ール消毒液の利用をはじめとした感

染予防にご協力をいただいており、確定申告会場での感染はこれまで確認されておりませ

ん。

申告実績を見ると、自宅からの e-Tax による申告の増加などもあり、既に昨年の約 9 割

の申告がなされています。

今後とも、申告相談に当たっては、感染リスクの防止を更に徹底してまいります。

【確定申告期限の柔軟な取扱いについて】
昨今の新型コロナウイルス感染症の各地での感染の拡大状況に鑑み、更に確定申告会場

の混雑緩和を徹底する観点から、感染拡大により外出を控えるなど期限内に申告すること
が困難な方については、期限を区切らずに、4月17 日（金）以降であっても柔軟に確定申
告書を受け付けることといたしました。 申告書の作成又は来署することが可能になった時
点で税務署へ申し出ていただければ、申告期限延長の取扱いをさせていただきます。

【4月17 日以降の申告相談について】
現在までの申告状況を踏まえれば、4月17 日（金）以降に税務署へお越しになる方の数

は、比較的限定的となると考えられます。 そこで、4月17 日（金）以降の申告相談につき
ましては、確定申告会場のように先着順に申告相談をお受けする方式ではなく、納税者の
皆さまにお待ちいただくことなくスムー ズに申告できるよう、原則として、事前予約制と
するなど、感染リスク防止により一 層配意した形で行うことといたします。

国税庁では、確定申告会場に出向かなくても自宅等から簡単に申告を行っていただける

よう、スマー トフォン等による e-Tax などの手段をご用意しています。 ぜひ利用いただ＜

よう、お勧めします。 詳しくは国税庁ホームペー ジをご覧ください。

また、令和元年分の還付申告については、5年間（令和6年12月31日まで）申告するこ

とが可能です。

（還付申告の例）

給与所得者や公的年金受給者で、 医療費控除•寄附金控除（ふるさと納税等）．

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）により還付を受けられる方 等

申告所得税、 贈与税及び個人事業者の消費税の申告・納付期限の個別指定による期限延長手続に
関するFAQ(PDF /708KB) 

． 申告所得税、 贈与税及び個人事業者の消費税の申告・納付期限が令和2年4月16日（木）まで延
長されました（令和2年3月6日）

(4月17日以降に申告をされる方へ） 4月17日以降に申告される方の口座からの振替日は、 個
別に連絡いたします(PDF/101KB)（令和2年3月6日）

（振替納税をご利用の方へ）口座からの振替日が 、申告所得税は5月15日（金）、個人事業者の消
費税は5月19日（火）になります （令和2年3月11日）

008127
タイプライターテキスト
（別紙）
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